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 本政策パッケージは、まちづくりにおいて「稼ぐ力」や「地域価値」を高めるための考

え方や、取組を進めていく際に必要となる国の施策メニュー、都市の取組事例、ＫＰＩ

選択肢例を一つにまとめたものですが、各地域の実情や取組状況に応じて柔軟に使

っていただけるよう、各資料の見方等について以下に解説します。 

 

 

【資料１】地域のまちづくりを支援する包括的政策パッケージ（概要） 

「稼ぐ力」を高めるまちづくりに向けては、

「密度の経済」の実現と、賑わいを「稼ぐ力」に

つなげる需要の視点が必要です。本政策パッ

ケージは、地域がこうした取組を進める際の

参考として、 

・関連する国の施策メニュー集 

・都市の取組事例 

・ＫＰＩ選択肢例 

を内容としています。 

また、パッケージの普及と併せ、内閣府だけでなく関係省庁と連携して地域からの

相談に応じていきます。 

 

【資料２】地域の「稼ぐ力」や「地域価値」を高めるまちづくりのフロー 

「稼ぐ力」や「地域価値」を高めるための地域における取

組の流れ（フロー）を示したものです。 

 ビジョンやストーリーについては、必ずしも新たに策定し

なければならないものではなく、地方版総合戦略や地域

再生計画の改定、ＰＤＣＡサイクルによる見直しも含まれ

ます。 

（本文 p.1） 

 

 

 

【資料３】地域の「稼ぐ力」や「地域価値」を高めるまちづくりの全体像 

 本政策パッケージの活用を含めた、「稼ぐ力」

を高めるまちづくりの全体像です。 

 「稼ぐ力」や「地域価値」を高めるまちづくりに

取り組むに当たっては、住民の方々等と共有

できるＫＰＩの設定と、ＰＤＣＡサイクルが重要で

す。 

 国としても、地域のチャレンジ１００をとりまと

めることを予定しており、今後も地域の「稼ぐ力」

の持続・向上につながるよう、本政策パッケージの内容を充実させていきます。                                       

（本文 p.3） 
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【資料４】地域の「稼ぐ力」や「地域価値」を高めるまちづくり関連施策 

「稼ぐ力」を高めるまちづくりに向けては、①「密度の経済」の実現と、②賑わいを

「稼ぐ力」につなげる需要の視点が必要です。このため、人材支援や商業・サービス

業の新陳代謝、既存ストックの活用など、賑わいづくりに共通の課題に対応する施策

を【資料４－１】「まちの賑わい」づくりに資する需要の類型に横断的な施策メニューと

して取りまとめ、「稼ぐ力」につながる需要に対応する施策を【資料４－２】着目する需

要の類型・特定の「賑わい」の属性ごとの施策メニューとして取りまとめています。 

 （本文 p.3） 

【資料４－１】 「まちの賑わい」づくりに資する需要の類型に横断的な施策メニュー 

 関連する施策メニューを、以下の項目ごとに整理しています。 
Ⅰ．担い手・人材支援 

① まちづくり人材の育成・活用の強化‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥p.1 

② 担い手となるまちづくり会社等の財源確保・資金調達手段の多様化‥‥‥‥‥‥‥p.1 

③ 民主導のエリアマネジメント活動の推進を図るための環境整備等‥‥‥‥‥‥‥‥p.1 

Ⅱ．新陳代謝 

④ 新規出店者の創業支援を含む商業・サービス業の新陳代謝の促進‥‥‥‥‥‥‥‥p.2 

⑤ 「土地の所有と利用の分離」の手法等の活用‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥p.3 

⑥ 都市再開発における手続きの合理化‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥p.3 

Ⅲ．既存ストックの活用 

⑦ 空き家・空き店舗や公共施設・公的不動産等の利活用の促進‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥p.3 

⑧ 小規模・修復型のエリア整備手法等の活用‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥p.4 

Ⅳ．都市のコンパクト化と周辺等の交通ネットワーク形成等との連携 

⑨ 歩いて買い物等ができる地域の整備‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥p.4 

⑩ 市町村の枠組みを超えた広域的な連携の促進策‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥p.5 

Ⅴ．情報提供・横展開 

⑪ 成功事例の横展開を図るための好事例の抽出と情報提供等‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥p.5 

 

 

 

 

1
地域を担う人材育成のためのキャリアプランニング推進事
業

地元就職につなげるキャリアプランニングを推進する「キャリアプランニング
スーパーバイザー」を配置し、地域を担う人材育成・就労支援を促進すること
により、地域の活性化につなげる。

文部科学省
初等中等教育局高校教育
改革ＰＴ

― ○ × × × ―

2 地域支援事業交付金

地域包括ケアシステムの実現に向けて、高齢者の社会参加等を通じた介護
予防に向けた取組み、配食・見守り等の生活支援体制の整備、在宅生活を
支える医療と介護の連携及び認知症の方への支援の仕組み等を一体的に
推進しながら、高齢者を地域で支えていく体制を構築するため、市町村にお
いて「地域支援事業」を行う。

厚生労働省 老健局振興課 ― ○ × × ○ 介護保険法第115条の45

3 多機関の協働による包括的支援体制構築事業

既存の相談支援体制では対応が困難なケースについて、相談者本人又は
その属する世帯全体が抱える複合的な課題を的確に把握し、多分野・多機
関に渡る支援体制の構築を図る等の方法により、包括的な支援を行うため
に必要な取組みをモデル的に実施する。

厚生労働省 社会・援護局地域福祉課 ― ○ ○ × × 予算事業

4
中小企業・小規模事業者人材対策事業のうち、
中小企業等支援人材育成事業（タウンマネージャー研修）

民間団体等が、空店舗対策・合意形成の手法等の専門知識の研修等を実
施し、中心市街地の活性化に向けたまちづくりの専門人材を育成する。

経済産業省
商務流通保安グループ
中心市街地活性化室

― ○ × × × ―

5 地域・まちなか商業活性化支援事業

コンパクトシティ化に取り組む「まち（中心市街地）」、地域コミュニティ機能・
買物機能を維持・強化する「商店街」において、商業施設等の整備、専門人
材の活用、空き店舗への店舗誘致等、地域商業の活性化の取組みに対す
る支援を行う。

経済産業省

商務流通保安グループ
中心市街地活性化室
中小企業庁経営支援部商
業課

― ○ × × × ―

1 企業活力強化資金の拡充
日本政策金融公庫による中心市街地関連の融資メニュー（企業活力強化資
金）の対象事業について、「不動産賃貸業又は訪日外国人旅行者対応の事
業を行うため必要な設備資金及び運転資金」を追加する。

経済産業省

商務流通保安グループ
中心市街地活性化室
中小企業庁経営支援部商
業課

― × × × × ―

2 地域・まちなか商業活性化支援事業

コンパクトシティ化に取り組む「まち（中心市街地）」、地域コミュニティ機能・
買物機能を維持・強化する「商店街」において、商業施設等の整備、専門人
材の活用、空き店舗への店舗誘致等、地域商業の活性化の取組みに対す
る支援を行う。

経済産業省

商務流通保安グループ
中心市街地活性化室
中小企業庁経営支援部商
業課

― ○ × × × ―

3
特定民間中心市街地経済活力向上事業において整備す
る商業施設等に対する登録免許税の軽減措置の延長

平成26年度の中心市街地活性化法改正で創設した、特定民間中心市街地
経済活力向上事業において整備する商業施設等に対する登録免許税の軽
減措置について、その適用期間を平成29年度末まで２年間延長する。

経済産業省
商務流通保安グループ
中心市街地活性化室

― × × ○ × ―

4 地方都市の不動産ファイナンス等の環境整備の推進
地方都市における不動産証券化プロジェクトの事業化を支援・拡大するた
め、専門家派遣等を実施。

国土交通省
土地・建設産業局
不動産市場整備課

― ○ × × × ―

1
グローバルコミュニケーション計画の推進
-多言語音声翻訳技術の研究開発及び社会実証-

世界の「言葉の壁」をなくしグローバルで自由な交流を実現する「グローバル
コミュニケーション計画」を推進するとともに、訪日外国人への対応の充実に
よる観光産業の活性化等、地方創生に資するため、①多言語音声翻訳技
術の対応領域および対応言語の拡大に向けた研究開発、②病院・商業施
設・観光地等における社会実証を実施。

総務省
情報通信国際戦略局技術
政策課研究推進室

― ○ × × × ―

2 IoTおもてなしクラウド事業

IoT時代の技術進歩の成果を踏まえ、訪日外国人等のスムーズな移動、観
光、 買い物等の実現に向け、スマートフォン、交通系ＩＣカードやデジタルサ
イネージ等 と、共通クラウド基盤を活用した多様なサービス連携(個人の属
性・言語等に応じた情報提供や支払手続の簡略化等)を可能とするため、複
数地域で実証を実施。

総務省
情報通信国際戦略局情報
通信政策課

― ○ × × × ―

地域の「稼ぐ力」や「地域価値」を高めるまちづくり関連施策
（需要の類型に横断的な施策メニュー）

地方財政措置
の有無

②「まちの賑わい」づく
りの担い手となるまち
づくり会社等の財源確
保・資金調達手段の多
様化

根拠法
の有無

制度等の根拠問い合わせ先
税制措置
の有無

施策名
番
号

平成28年度
予算措置等

の有無
施策概要

①まちづくり人材の育
成・活用の強化

Ⅰ．担い手・人材支援

制度改革の場合、
実施時期

③オープンカフェ設置
による賑わい創出、ま
ちなみ景観形成、地域
プロモーション等、民主
導のエリアマネジメント
活動の推進を図るため
の環境整備等

資料４－１

ステップ２ 

内閣府ＨＰでは、施策名をクリックすると、そ

れぞれの施策の詳しい内容を確認できま

す。 

ステップ３ 

各施策の担当省庁です。 

それぞれの施策の活用方法など、詳細はこ

ちらにお問い合わせください。 

（連絡先はステップ２の個票に記載） 

ステップ１ 

施策メニューを上記の５つの大項目と１１の小項目ごとに整理しています。 

地域の課題や具体的な取組内容に応じて、該当する項目を選択してください。 
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【資料４－２】着目する需要の類型・特定の「賑わい」の属性ごとの施策メニュー 

関連する施策メニューを、着目する需要の類型ごとに整理しています。 

Ⅰ．国内外の観光客の需要の取込み ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥p.1 

Ⅱ．高齢者等の健康長寿サービス需要への対応 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥p.2 

Ⅲ．若年者・創業者による新たな需要の開拓 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥p.2 

 

 

 

 

 
 

 

 

1
グローバルコミュニケーション計画の推進
-多言語音声翻訳技術の研究開発及び社会実証-

世界の「言葉の壁」をなくしグローバルで自由な交流を実現する「グローバル
コミュニケーション計画」を推進するとともに、訪日外国人への対応の充実に
よる観光産業の活性化等、地方創生に資するため、①多言語音声翻訳技
術の対応領域および対応言語の拡大に向けた研究開発、②病院・商業施
設・観光地等における社会実証を実施。

総務省
情報通信国際戦略局技術
政策課研究推進室

－ ○ × × × －

2 観光・防災Wi-Fiステーション整備事業
訪日外国人に強いニーズが存在する無料公衆無線ＬＡＮ環境について、地
域活性化等の観点から、地方公共団体等が観光・防災拠点における公衆
無線ＬＡＮの整備を行う場合に、その事業費の一部を補助する。

総務省
情報流通行政局地域通信
振興課 － ○ ○ × × －

3 都市再生特別措置法等の一部改正
都市再生整備計画の区域内の都市公園において、都市の居住者、来訪者
又は滞在者の利便の増進に寄与する施設（観光案内所、サイクルポート等）
の設置を可能とする。

国土交通省
都市局
公園緑地・景観課

第190回通常国会
提出中 － － － － ―

4 観光地域ブランド確立支援事業
国内外から選好される国際競争力の高い魅力ある観光地域づくりを促進す
るため、地域の取組段階に応じ、地域独自の「ブランド」の確立を通じた日
本の顔となる観光地域の創出に向けた取組みを支援する。

国土交通省
観光庁観光地域振興部観
光地域振興課

－ ○ × × × －

5 地域資源を活用した観光地魅力創造事業

地域の観光資源を世界に通用するレベルまで磨き上げるため、歴史的景
観、美しい自然、海洋資源、豊かな農山漁村、魅力ある食文化等の観光資
源を活かした地域づくり施策と、体制づくり、受入環境整備、二次交通の充
実等の観光振興のための施策を一体で実施。

国土交通省
観光庁観光地域振興部観
光資源課

－ ○ × × × －

6 「みなとオアシス」の活用を通じた地域活性化
「みなとオアシス」の新たな認定を推進し、これを支援することで、地域住民
の交流や観光の振興を通じた地域の活性化を図る。

国土交通省 港湾局産業港湾課 － ○ × × × ×

7 商店街・まちなかインバウンド促進支援事業
商店街等における外国人観光客の買物需要等を取り込むための環境整備
等の取組みに対する支援を行う。

経済産業省

商務流通保安グループ中
心市街地活性化室
中小企業庁経営支援部商
業課

－ ○ × × × －

8 おもてなし規格認証の創設

経済産業省は、関係省庁と連携し、日本全体のサービス産業の底上げ・生
産性向上を図るため、サービス品質を評価する新たな仕組みの検討を行
い、業種横断的な規格を創設する。2015年度には、基準及び事業スキーム
を検討し、2016年度には、パイロット版の運用開始を目指す。

経済産業省
商務情報政策局
サービス政策課

－ × × × ×

サービス産業チャレンジプログラム
（平成27年4月15日日本経済再生
本部決定）
「サービス品質の見える化を進め、
質の高いサービスが消費者に評価
される仕組みを広く普及していく」

9 キャッシュレス化・ＩＣ対応化の推進
地方の商店街等における決済端末の導入支援を行い、セキュリティ対策の
国際水準であるクレジット決済のＩＣ対応化を推進する。

経済産業省
商務流通保安グループ
商取引・消費経済政策課
商取引監督課

― ○ × × × －

10 JAPANブランド等プロデュース支援事業

　地域の中小企業や団体等が、外部人材を活用しインバウンド消費拡大を
目指して、魅力ある地域資源磨き上げ、地域ブランディング、海外での誘客
プロモーション・セールス等をプロデュースする取組に対する支援（プロ
デューサーの経費補助）を行う。
　また、こうした取組みに対し、ネットワーク構築支援やアドバイザー派遣に
要する取組みを支援する。

経済産業省
商務情報政策局　生活文
化創造産業課

― ○ × × × ―

11 地域発コンテンツ海外流通基盤整備事業
権利情報の集約化等、著作物の利用の円滑化に取り組む。併せて、コンテ
ンツの字幕・吹き替え等の現地化や国際見本市への出展等のプロモーショ
ン費用の補助等を総合的に支援する。

経済産業省
商務情報政策局
文化情報関連産業課

― ○ × × × ―

Ⅰ．国内外の観光客の需要の取込み

制度等の根拠

地域の「稼ぐ力」や「地域価値」を高めるまちづくり関連施策
（着目する需要の類型・特定の「賑わい」の属性ごとの施策メニュー）

問い合わせ先
制度改革の場合、

実施時期
施策名

番
号

平成28年度
予算措置等

の有無
施策概要

地方財政措置
の有無

税制措置
の有無

根拠法
の有無

資料４－２

ステップ１ 

施策メニューを上記の類型ごとに整理しています。「稼ぐ力」につながる需要を特定す

る場合には、それに対応する項目を選択してください。 

ステップ２ 

内閣府ＨＰでは、施策名をクリックすると、そ

れぞれの施策の詳しい内容を確認できま

す。 

ステップ３ 

各施策の担当省庁です。 

それぞれの施策の活用方法など、詳細はこ

ちらにお問い合わせください。 

（連絡先はステップ２の個票に記載） 
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【資料５】ハードとソフトを連携させた「まちの賑わい」づくりに取り組む都市の事例 

１３都市の一覧表と個票（各２ページ）で構成されており、個票の１枚目ではその都

市のまちの賑わいづくりに向けた課題（強み／弱み）を、地方版総合戦略での分析等

をもとに抽出し、それを克服するための基本的な方向性やソフト・ハードの事業につ

いて記載しています。 

ソフト・ハードのそれぞれの事業が重要なのではなく、課題を的確に捉え、政策間

連携、官民協働といった視点から事業を展開していくことに意義があります。 

 （本文 p.9） 

 
 

 

都道府県 市 人口
(H27国勢調査速報値）

「まちの賑わい」づくりへの課題と主な取り組み
参照

ページ

青森県 弘前市 17.8万人

【課題】 北海道新幹線開通を見込んだ観光客の誘客と増加する外国人観光客に対応した環境整備
　 ・ＪＲ新青森駅～弘前駅間における快適な車両の導入
   ・弘南鉄道中央弘前駅周辺（ＪＲ弘前駅と弘前公園の間）に美術館や飲食店等の集積する拠点を整備

P1～2

石川県 金沢市 46.6万人

【課題】 北陸新幹線開業に伴い大幅に増加する外国人を含めた観光客に対応した受入れ態勢の整備
　 ・日本海側で初めてとなるインターナショナルブランドホテルの誘致
　 ・民間事業者による、老朽化した空きビルを活用した低料金で宿泊可能なゲストハウス（交流施設等を有するシェア型複合ホテル）の整備

P3～4

静岡県 静岡市 70.5万人

【課題】 富士山静岡空港（牧之原市）への外国からの就航数は増加しているものの、それに見合った観光客の誘客が伸び悩み
　　・商業機能の集積エリアにおいて、商業・子育て・住宅等の複合施設の整備によるまちの賑わい創出
    ・歴史・文化、食（お茶、マグロ）、サブカルチャーなどを活用した外国人観光客のまちなかへの誘客

P5～6

三重県 伊勢市 12.8万人

【課題】 20年ごとに行われる式年遷宮の時期は観光客が大幅に増えるが、その後は減少
　　・外宮奉納市で奉納品販売など、伊勢神宮と連携したイベント開催によるまちの賑わい創出
　  ・「伊勢の台所」と呼ばれた河崎地区や外宮周辺の歴史的な街並みの保存・修景

P7～8

滋賀県 守山市 8.0万人

【課題】 琵琶湖周辺自治体との広域的な連携による自転車で走りやすい環境や受入れ態勢の整備
　　・外国自転車メーカーによるサイクルサポートステーション設置などタイアップによる「ビワイチ」のブランド化
　  ・琵琶湖周辺自治体が連携して休憩施設の整備を行うなどサイクリングによるまちの賑わい創出

P9～10

広島県 三原市 9.6万人

【課題】 市内に広島空港やＪＲ三原駅（新幹線）があるものの、外国人観光客の誘客が伸び悩み
　　・みはら食のブランド認証制度によるブランド力の向上、ブランド品を扱う店舗の出店支援によるまちの魅力向上
　　・市民団体（NPOなど）と行政が連携し、イベントが開催できる町おこし拠点として古民家のリノベーションを実施

P11～12

長崎県 長崎市 43.0万人

【課題】 増加傾向にある外国人観光客のまちなか及び周辺地域への誘客と官民連携による取り組み強化が必要
　　・出島表門橋架橋等の整備や世界遺産、世界新三大夜景など独自の観光資源の充実
　　・長崎市版DMOによるマーケティングに基づく海外への効果的なプロモーション及び誘致活動の実施

P13～14

福井県 大野市 3.3万人

【課題】 「越前おおの」の認知度・魅力度の向上と観光客の受入れ態勢の強化
    ・「天空の城 越前大野城」や地元産食材を使った特産品（とんちゃん、醤油カツ丼、日本酒）のブランド化
　　・廃校を利活用した越前おおの結ステーション（物産販売所、観光情報センター、駐車場など）や道の駅によるまちの魅力発信

P15～16

愛媛県 松山市 51.5万人

【課題】 道後温泉本館の保存修復工事への対応と観光客の回遊とリピーターの創出
　　・観光ルートや客層に合わせた専属ガイドの育成、「松山はいく」などのまち歩きメニューの開発
　　・修学旅行生を瀬戸内・松山観光アンバサダーに任命することによる情報発信やリピーターの創出

P17～18

新潟県 見附市 4.1万人

【課題】 日常生活の中で自然と歩いてしまう健幸長寿のまち（スマートウェルネスシティ）の実現
　　・市内各所に健幸ベンチや健康遊具を設置するなど、快適で安全な歩きたくなる歩行空間を整備
　　・市中心部の道の駅やコミュニティ銭湯を活用したまちの賑わい創出

P19～20

岡山県 津山市 10.4万人

【課題】 中国地方初の陽子線治療施設に来訪する患者などの長期滞在型医療インバウンドの取込み
　　・医療、自然体験等のニューツーリズム実施に向けた観光ルート・プランの検討・策定
　　・まちなかの大型商業施設において音楽ホールを活用した街なかシネマを実施するなど新たな賑わい拠点として活用

P21～22

兵庫県 豊岡市 8.2万人

【課題】 基幹産業である鞄産業の高付加価値化、城崎温泉の外国人宿泊客数増加に向けた取り組み強化
　　・基幹産業である「かばん」のブランド化、豊岡製の鞄販売店舗とかばん職人の技能習得・後継者育成のための施設を整備
　　・複数の観光資源を活用した観光ルートの設定・ＰＲの強化と外国人観光客の受入れ環境の整備

P23～24

宮崎県 日南市 5.4万人

【課題】 地域資源とＩＴを組み合わせた事業による働く場の創出や世帯の所得・収入の向上
　　・空き地へのコンテナ設置、テナントミックスマネージャーによる商店街の再生
　　・市民へのクラウドソーシングの普及など多様な働き方を支援

P25～26

ハードとソフトを連携させた「まちの賑わい」づくりに取り組む都市の事例　（一覧表）

視点

健康長寿
サービス需要

若年者・創業者
将来需要

外国人観光客
インバウンド需要

日本人観光客
需要

資料５

ステップ１

「まちの賑わい」づくりに向けて着目する需

要の類型を選んでください

ステップ２

地理的条件や人口規模を参考に都市を選んでく

ださい

ステップ３

地方版総合戦略や人口ビジョンに基づき、「まちの賑わい」づくりに向

けたまちの課題を整理していますので、参考にしてください

ステップ４

まちの課題に対してどのようなソフト・ハード両面の取組みを行うのか

整理していますので、参考にしてください

ステップ５

ステップ３やステップ４について詳細に整理していますので、

参考となる都市のページを開いてください
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【資料６】「稼ぐ力」の向上につながるまちづくりのＫＰＩ選択肢例 

「稼ぐ力」につながる需要の類型ごとに、①短期的に検証するアウトプット指標、②

中長期的に検証するアウトカム指標に分けて例示しています（コンパクトシティに関す

るＫＰＩについては、目標の実現まで比較的長い期間を要することから②のみを掲載し

ています。）。 

各地域が本政策パッケージを活用してまちづくりを進めるに当たり、住民の方々等

と共有可能なＫＰＩを設定する際の参考としてください。                （本文 p.10） 

 

【問合せ先】 

○本政策パッケージの活用方法等や都市の取組事例について 

 内閣府地方創生推進事務局 山田、柳、石渡 ０３－５５１０－２３３８ 

 

○施策メニューの活用方法などについて 

 各担当省庁（資料４及び各施策の個票に記載） 

 

○今後、地方創生コンシェルジュを通じた相談体制も順次整えていく予定です。 

 準備が整い次第、名簿・連絡先等について改めてご案内させていただきます。 

 

※地方創生コンシェルジュとは 

地方公共団体が地方創生の取組を行うに当たり、国の相談窓口として当該地

域に愛着のある国の職員を１７府省庁において選任したもの。 

具体の担当府省庁がわからない場合でも、地方創生推進事務局のコンシェル

ジュが全体の窓口となって対応する。 



 
 

 

 

 

 

  

 

 

【担当・問合せ先】 

内閣府 地方創生推進事務局 

山田、柳、石渡    ：03-5510-2338 


